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 会議規則第１４条の規定により、現行の介護保険制度の維持・充実を求める

意見書を次のとおり提出する。 
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現行の介護保険制度の維持・充実を求める意見書 

 

高齢者が住みなれた地域で安心して暮らしていける介護保険制度は、北本市

が進める高齢者福祉及び介護保険計画の基本理念である「みんなでつくる、心

かよう健やかなまち」の基盤をなすものです。 

介護保険は、平成９年に法制化され、「介護を必要とする高齢者の治療や介

護等にかかる負担（費用、家族介助、福祉施設利用料、福祉用具、住宅改修

等）を社会全体で支援する為の保険制度」で、市民にも定着が図られ、高齢者

本人だけでなく、高齢者を抱える家族や地域の福祉にとって必要不可欠の社会

保障制度になっています。 

このような中、国は「骨太の方針」で、次期介護保険制度改革において、介

護認定の軽度者に対する給付を大幅に見直す方針を打ち出し、要支援１から要

介護２までの福祉用具、住宅改修や生活援助サービスを「原則自己負担」にす

ることを検討することが盛り込まれました。 

現在検討されている内容は、①要支援１から要介護２の軽度者の生活援助、

福祉用具、住宅改修は原則自己負担とする。②要支援１から要介護２の軽度者

向けサービスは地域支援事業へ移行する。③利用者２割負担の対象者の拡大の

３点からなっています。 

福祉用具サービスは、要支援１から要介護２の方にとって自立支援のために

必要なサービスであり、現在、在宅で介護する半数以上の人たちが利用してお

り、住み慣れた家で暮らし続けるために不可欠なものになっています。 

また、認知症の方が増える傾向がある中で、要支援１から要介護２の方の訪

問介護、機能訓練やレスパイト（介護をしている家族などが一時的に介護から

解放され、休息をとれるようにする支援）の役割を果たす通所介護は不可欠と

考えます。 

今、介護保険制度の利用者の約６割が、今回対象のとなる軽度者（要支援１

から要介護２の方）となっています。 

介護保険の目的は高齢者の介護を社会全体で支え自立支援につなげることと

同時に、家族の介護負担を軽減し、誰もが安心して生活できる社会をつくるこ

とにあります。給付を抑制することは、介護を受けられなくなる人が増加し

「介護難民」を増やしてしまうことになりかねません。また、在宅での介護を

困難にし、結果的にコストの高いサービスを利用することにつながり、全体の

社会保障費を引き上げるおそれがあります。 

 見直しの議論は、今年平成28年厚生労働省の社会保障審議会の場で行われま

す。今回、このような情勢を踏まえ、現行の介護保険制度の仕組みを維持させ

ることを強く要望するものです。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

提出先 内閣総理大臣、財務大臣、厚生労働大臣、衆議院議長、参議院議長 


